
調整所得金額 損金算入限度額 対象純支払利子等の額

対象純支払利子等の額

その他

当期の所得金額

調整所得金額の
20％

損金不算入額

（注２）

過大支払利子
調整所得金額の
20％を超える部分

減価償却費、貸倒損失 等 ○ 対象純支払利子等の額が少額（2,000万円以下）である場合（金額基準）
○ 内国法人及びその内国法人との間に50％超の資本関係のある一定の内国
法人のその事業年度におけるイに掲げる金額がロに掲げる金額の20％に相
当する金額を超えない場合（内国法人グループ単位の割合基準）

イ 対象純支払利子等の額の合計額から対象純受取利子等の額の合計額を
控除した残額

ロ 調整所得金額の合計額から調整損失金額の合計額を控除した残額

【本制度の適用免除基準】

翌期以降の一定期間（７年間（注３））
繰り越して損金算入可能比較

（注１）対象支払利子等の額の合計額からこれに対応する受取利子等の額の合計額を控除した残額をいう。対象支払利子等の額とは、支払利子等の額の
うち対象外支払利子等の額（その支払利子等を受ける者の課税対象所得に含まれる支払利子等の額等）以外の金額をいう。

（注２）グループ通算制度においては、適用免除基準のうち金額基準につきグループ全体で判定を行う点を除き、基本的に単体納税と同様の取扱いとな
る。

（注３）令和４年４月１日から令和７年３月31日までの間に開始した事業年度に係る損金不算入額は10年間。


